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 特許庁は、企業の事業戦略に応じて多数の出願を希望す

る時期に合わせて審査する一括審査制度を4月1日から商

標とデザインにまで拡大施行し、申請要件の規制を改善す

ることを明らかにした。 

 一括審査制度は、昨年12月から特許・実用新案を対象と

して始め、SK Innovationが13件の特許出願を行うと同時

に審査を進めている。5月からは申請対象を拡大して、申請

の便宜を改善し、本格的に施行する。 

 この制度を利用することになると、特許から商標、デザ

インまで一度に審査結果を受けることができるようにな

り、創造経済の中核基盤である融・複合技術の知的財産権

を一括して確保できることが期待される。これまで一括審

査の申請のためには全ての出願の優先審査申請を要件と

していたが、必要な場合にのみ優先審査を申請するように

して、出願人の負担を最小化させた。 

 また、製品写真と取引の領収証全てを証明書類として提

出しなければならなかったが、出願人の便宜のために、そ

のうち一つのみを提出するように規制を改善する。また、

企業の営業秘密を保護するために、必要な場合、新製品の

事業準備証明資料を特許庁に提出する代わりに、審査官が

閲覧することとするように制度を改善する。 

 一括審査制度は、審査官が説明会を通じて出願人と能動

的に疎通・協力するようにし、一度の一括審査申請により、

様々な知財権を企業が希望する時期に審査するオーダー

メイド型ワンストップの審査支援サービスである。また、

特許・実用新案・商標・デザインの審査部署が協力し、多

様な知財権について同時に審査サービスを提供すること

によって、特許庁内の部署同士の仕切りをなくす「政府3.0

(公共機関の情報を作成と同時に公開する計画)」の価値を

実践する制度である。一括審査の申請対象は、「事業実施

または準備」、「海外輸出」に関する出願である。中小企

業及び創業の支援のために、「ベンチャー企業」、「技術
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革新型中小企業」、「1人創造企業」の出願も一括審査の申請

が可能である。一括審査の申請は、特許庁が運営するオンラ

インの特許出願サイト「特許路(www.patent.go.kr)」を通じ

て行うことができる。 

 特許庁特許審査制度課のキム・ジス課長は、「一括審査の

対象を拡大して申請要件を緩和し、企業の特許戦略の樹立と

時期適切な新製品の知財権保護に役立つであろうと予想さ

れる」とし、「今は制度の施行初期であるため申請件数が少

ないが、企業の問い合わせが相次いでおり、この制度を用い

て恩恵を受ける企業が増えることを期待する」と述べた。 

 

大大法院「特許の権利範囲確認審判で進歩性 てもがなくても権利範権利範

囲囲認定」    

 

特許権や実用新案権の権利範囲確認審判では、進歩性がな

くてもその権利範囲を否定してはならないという大法院の

判決が出た。 

大法院全員合議体(主審：コ・ヨンファン大法官)は3月20

日、H社がキム某氏を相手に提起した権利範囲確認訴訟の上

告審(2012HU4162)で、原告敗訴の判決を下した原審を確定し

た。 

裁判部は、「特許は一旦登録されると、進歩性がないため

特許を無効とすることができるという事由がたとえあって

も、特許無効審判により無効とするという審決が確定されな

い限り、他の手続きで特許が無効であることを前提に判断す

ることはできない」とし、「権利範囲確認審判は、審判請求

人がその請求で審判の対象とした確認対象発明が特許権の

効力が及ぶ客観的な範囲に属するかどうかを確認する目的

を有する手続きであるため、特許発明の進歩性まで判断する

ことは制度の本質に合わない」と述べた。 

また、「特許発明または登録考案が新規性はあるが、進歩

性がない場合、権利範囲確認審判で当然その権利範囲を否定

することができる」旨判示した大法院判決(90HU823等)は変

更した。 

キム氏は、飼料運搬車両用飼料搬送装置の実用新案権者で

あって、2012年H社の考案が自らの登録考案の範囲に属する

として特許審判院に権利範囲確認審判を請求し、認容決定を

得た。その後、H社は2012年7月、「キム氏の登録考案は進歩

性がないため無効であり、よって、権利範囲を認めることが

できない」として特許法院に審決取消訴訟を提起した。特許

法院は、「権利範囲確認審判では、進歩性がない場合であっ

てもその権利範囲を否定することができない」として、原告

敗訴の判決を下した。 

大法院は、今回の判決に関して、「権利範囲確認審判の制

度の目的と本質を考慮したとき、進歩性可否を審理すること

ができないという態度を明確にした」とし、「肯定と否定の

立場が併存していた判例を統一したことに意義がある」と述

べた。 

 

大法院 3 2 12013.2.14.宣告 0 1 12011DO13441判決[商標法違反]][公公

02013上、523]    

 

【判示事項】 

[1]デザインになり得る形状や模様が、商標として使用され

ていると見ることができる場合 

[2]被告人甲株式会社の代表理事である被告人乙が、被害者

である英国丙会社の登録商標と類似する格子柄が使用され

た商品を販売目的で中国から輸入したとして商標法違反で

起訴された事案において、諸般事情に鑑みて、被告人である

甲会社が輸入した商品の格子柄は、商品の出先を表示するた

めに商標として使用されたと見なければならないにもかか

わらず、これと異にして被告人に無罪を認めた原審判決に法

理誤解の違法があるとした事例 

 

【判決要旨】 

[1]デザインと商標は、排他的・選択的関係にあるのではない

ので、デザインになり得る形状や模様であったとしても、そ

れが商標の本質的機能である自他商品の出先表示として機

能する場合には、商標として使用されたものと見なければな

らない。 

[2]被告人甲株式会社の代表理事である被告人乙が被害者で

ある英国丙会社の登録商標と類似する格子柄が使用された

シャツを販売目的で中国から輸入したとして商標法違反で

起訴された事案において、丙会社の登録商標は衣類等の商品

に関して丙会社の出先表示として広く知られている点、丙会

社の登録商標は格子柄を形成する線の色相及び個数・配列順

序等により独特なデザイン的特徴を有しており、主に衣類等

商品の表面または裏面の相当部分に表示される形態で使用

され、その商品を装飾すると共に丙会社の出先も共に表示す

る機能を行なっている点等、諸般事情に鑑みたとき、被告人

である甲会社が輸入したシャツの格子柄は、商品の出先を表

示するために商標として使用されたと見なければならず、

シャツに別の標章が表示されてはいるものの、一つの商品に

二つ以上の商標が表示され得る点等を考慮したとき、シャツ

の格子柄がデザイン的にのみ使用されていると見ることが

できないにもかかわらず、これと異にして被告人に無罪を認
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めた原審判決に商標の使用に関する法理等を誤解した違法

があるとした事例。 

【参照条文】 

[1]旧商標法(2011.12.2.法律第11113号で改定される前のも

の)第2条第1項第6号(現行第2条第1項第7号参照)、商標法第

66条第1項第1号 

[2]商標法第66条第1項第1号、第93条、第97条 

【参照判例】 

[1]大法院2000.12.26.宣告98DO2743判決(公2001上、406) 

大法院2012.1.27.宣告2010DO2535判決 

 

 

 

 

 

 サムスン電子が米国のDSSテクノロジ・マネジメント(以下

DSS)から特許侵害訴訟を受けた。 

 サムスン電子によると、DSSは3月10日、テキサス東部地方

裁判所にサムスン電子を特許侵害の疑いで提訴した。この会

社は、サムスン電子と共にTSMC、NECテクノロジ等も共に提訴

した。 

 訴訟対象はサムスン電子の半導体製造工程の技術である。

DSSは昨年、関連の特許を他の企業から買収した後、訴訟を検

討してきたと伝えられている。 

 DSSは昨年11月、アップルを相手に2件の特許侵害訴訟を提

起したこともあるパテントトロールである。当時この会社

は、iPhone、iPad、mac-pro等が「個人データネットワーク」

に関する技術を侵害したと主張した。同年5月、該当特許2件

を他企業から買収して取得するやいなや、直ちにアップルを

相手に訴訟に乗り出した。 

 サムスン電子の関係者は、「現在訴状を検討しており、綿

密に見た後、対応する予定である」と述べた。業界では、DSS

がパテントトロールであるため、両社の合意が容易ではない

であろうと予想している。 

 一方、パテントトロールが依然として訴訟を提起している

のに対し、サムスン電子はグローバル特許協約に速度を加え

ている。今年初め、グーグル、スウェーデンの通信メーカー、

エリクソン、米国の半導体パッケージングメーカーのテセ

ラ、米国の通信装備メーカーのシスコと特許クロスライセン

スを結んだ。また、昨年はSKハイニックスと半導体の特許共

有に対する契約を締結している。 

 

 

 

セキュリティ技術は、1990年代のシステムセキュリティ、

2000年代のネットワークセキュリティを経て、2010年以降は

個人情報のセキュリティに主な関心事が移っており、個人情

報のセキュリティと関連して、「生体認識技術」が注目され

ている。 

生体認識には、指紋、顔、虹彩以外にも広く知られていな

い技術があるが、静脈認識、心電図認識がそれである。静脈

認識は、静脈の形状が指紋のように一人一人互いに異なると

いう点に着眼し、手の甲や手首の静脈の形状で身元を識別す

る技術である。心電図認識は、心電図のデータを用いて本人

可否を識別する過程で、健康状態も共にモニタリングできる

というメリットを有する。 

特許庁によると、最近3年間の「生体認識技術」に関する出

願は、2011年216件、2012年271件、2013年394件と出願量が増

加する傾向にあり、顔認識、指紋認識、虹彩認識が占める比

率は各々44.7％、31.7％、8.6％の順となる。 

「生体情報」は、各個人毎に独特で盗難や偽造の恐れがな

いため、生体情報をパスワードの代わりに使用する場合、保

安性を大きく高めることができる。特に、ハッキングにより

オンラインバンキングの金融事故が頻発している状況の中、

近いうちに生体認識技術が公認認証書に代わるであろうと

予想される。 

指紋認識と顔認識は既に商用化されあちこちで使用され

ているが、「虹彩認識技術」はまだ多く使用されてはいない

のが実情である。しかし、一人一人固有のパターンを有し、

一生変わらない特性を有する虹彩は、測定可能な約266の識

別特徴を有しており、40程度の識別特徴を有している指紋よ

り遥かに正確に本人可否を表示するというメリットがある。

これを用いる虹彩認識技術は、生体認識技術のうち最も成長

率が高いことが予測される。 

最近は、スマートフォンのかさと重さが増えることなく、

虹彩認識技術をスマートフォンに適用できるようにする技

術が特許出願されているのが特徴的である。今後、金融機関

で虹彩認識をモバイルバンキングの認証方式に採択した場

合、携帯用虹彩認識技術の市場はさらに拡大することが予想

される。 

 

米国米国ののパテントトロール、    

サムスサムスン電子半導体に訴訟提起    

進化進化するする 技術技術生体認識技術生体認識技術    
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特許庁の関係者は、「指紋認識から虹彩認識まで生体認識

技術は進化し続けているが、最近になって生体認識技術をス

マートフォンに適用することに関する技術開発の競争が加

速化するであろうと予測され、この過程で特許侵害及び営業

秘密流出に関する紛争が生じる可能性が高いので、これに備

える必要がある」としている。 

 

次世代半導体回路の微細パターン作製技術が、極紫外線露

光技術へ世代交替している。 

半導体回路の露光技術は、感光材料に光を照射して微細回

路を描く技術で、短波長の光源を使用するほど更に微細なパ

ターニングが可能である。これは、ウエハ1つ当りに対してど

れほど多くのチップを取られるかに関するもので、半導体

チップの価格と性能を決定する最も重要な技術である。 

現在次世代半導体微細回路パターンは、フッ化アルゴン

(ArF)レーザ(波長193nm)光を液体層に透過させて有効波長

を減らすことによって、解像度を増加させる液浸露光が主流

をなしている。このような液浸露光は、ダブルパターニング

を適用しても、DRAM、NANDフラッシュの製造において、20ナ

ノ台のパターニング技術としてさらに微細にすることがで

きなかった。 

しかし、最近のモバイル機器の爆発的な成長と共に、3D積

層技術が適用された低電力高性能の半導体チップの需要に

応じて、10ナノ台の微細パターニングが可能な量産技術で極

紫外線(EUV)(波長13.5nm)を光源として用いる極紫外線露光

技術が次世代の露光技術として台頭している。 

また、最近、極紫外線露光に関する出願がパターン工程、

反射型マスク、感光性材料等の商用化工程に集中しているこ

とで、液浸露光から極紫外線露光への世代交替が始まってい

ることを示唆している。 

特許庁によると、2006年から2013年まで韓国に出願された

極紫外線露光に関する特許出願は計342件に達し、2008年を

境に極紫外線に関する出願件数が液浸露光に関するものを

超えた。 

極紫外線露光分野での最多出願人はSKハイニックスで、調

査期間中86件を出願し、後に続いて、ASML35件、旭硝子31件、

カールツァイス25件等の順となり、サムスン電子は21件で6

位である。 

注目すべき部分は、この分野で韓国企業の活躍が目立つと

いう点である。光源、光学系、感光性材料の分野では、ドイ

ツ、オランダ、日本企業が優位を占めている反面、反射型マ

スク、パターン工程の分野では、SKハイニックスとサムスン

電子が合わせて60％以上と絶対的に優位に立っており、検

査/メンテナンスの分野においても、30％以上を占めている

ことが分かった。 

特許庁の関係者は、「今後極紫外線を用いた半導体製造工

程技術においては、韓国の半導体企業が主導権を握ることが

予想される」と述べた。 

 

 

 

 韓国政府が2020年までに世界7大医療機器強国になること

を宣言した。 

 高付加価値の医療機器産業を育成し、今後6年間の輸出規

模を13兆5000億ウォンの水準に引き上げ、世界市場の占有率

3.8％を達成することを目標としている。しかし、一部事業

は、現在医療系と葛藤を抱えている遠隔診療との連係が必要

であり、狂いが生じる可能性も提起されている。 

 政府は3月19日の経済関係長官会議で、保険福祉部・企画財

政部・産業通商資源部・未来創造科学部など関係部署と合同

で「医療機器産業の中長期発展計画」を発表した。保健産業

を未来成長産業に育成するためのもので、韓国企業の市場進

出支援と各種規制の改善、国産医療機器の信頼性を高めるこ

と等に焦点を合わせている。 

 また、今回の発展計画を基に、上半期に関係部署との協議

を経て、事業別細部実行計画を設ける予定である。これを通

じ、2013年を基準に2億5000万ウォンの輸出額を13兆5000億

ウォンまで高めることを目標とする。世界市場の占有率は、

従前の1.2％から3.8％に、雇用人員は3万7000名から13万名

に引き上げる方針である。 

 目標達成のために、△市場進出成功のための戦略的な研究

開発(R&D)投資、△信頼性確保・規制の効率化で国内市場の進

出を支援、△海外の高付加価値市場進出を支援、△アイデア

で勝負する開放革新型生態系構築の4大戦略を設けた。これ

に基づき、70の細部課題を推進する予定である。 

 政府は、病院等の使用者のR&D参加を積極的に誘導する。企

業と病院を連係したR&D事業を支援し、一定規模(10億ウォ

ン)以上の課題には、病院・企業間の協力計画の提出を義務化

する。加えて、国民の体感度を高めるための戦略的投資にも

乗り出す。情報技術(IT)基盤の製品等韓国が強みを持ってい

る分野を戦略的に育成するために、「医療機器分野別支援

半導体回路露光技術、    

極紫外線露光へ世代交替始 るまる     

政府、    

「「「「20202020年年にに世界世界77 強国強国大医療機器強国大医療機器強国にににに」」」」    
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ロードマップ」を設け、戦略品目を選定して集中的に支援す

る。 

 また、国産の新製品の比較テストを支援する等、国産医療

機器の信頼向上に取り込み、医療機器の製品化において段階

別に不合理な規制を緩和し、医療機関と販売メーカー間の癒

着等、歪んだ流通慣行を根絶する。具体的には、リベートの

制裁対象・範囲を拡大し、「医療機器購買代行業の標準ガイ

ドライン」を制定する。 

 さらに、海外の知的財産権(IP)の紛争に対応し、国別の防

御戦略を設ける等、特許紛争にも積極的に乗り出す。例えば、

高コストの海外臨床試験の費用を支援し、国際基準・規制強

化に積極的に対応する。また、「自由公募型小額課題(グラン

ト型R&D)」を導入し、創意的アイデアを持続的に発掘する。

学位過程である「医療機器産業の特性化大学院」の支援を拡

大して、専門人材を養成し、Uヘルスサービス・医療用ロボッ

ト等、先端医療機器分野へ導くための制度的基盤も構築す

る。 

 

 サムスン電子が遠隔医療時代に備え、基幹技術の確保に拍

車をかけていることが分かった。将来の主力産業とするため

に、早くから技術力集積に着手した形である。 

 業界によると、サムスン電子は、遠隔診療に関する技術特

許を出願したことが明らかになっている。「ユビキタスヘル

スケアの環境でメディカルデータの非-転送の危険を緩和す

る方法及びシステム」という名称で出願されたこの技術は、

センサから伝達される医療情報を切れることなく転送する

ことが骨子である。 

 サムスン電子が提出した請求項によると、「プライマリ・

ゲートウェイの一部インターラプトの場合、シームレス・メ

ディカルデータの転送を達成するために、プライマリ・ゲー

トウェイにより代替のバックアップ・ゲートウェイの選択を

提案する」という内容で記述されている。 

 患者に取り付けられたスマート機器やセンサで健康状態

を周期的に感知し、診断サーバーが応急状況を予測すると、

遠隔地の医師が応急措置を取る遠隔医療に活用される技術

として評価される。 

 サムスン電子は、昨年2月20日、このような内容の技術を特

許出願した。技術開発ははるか以前であったと推定される。

サムスンが次世代の成長力のために、相当期間力を入れてい

るものと解釈される。 

 実際にサムスン電子は、ITと医療技術が融合されたヘルス

ケア分野で韓国内で最も多くの特許を出願している。特許庁

によると、サムスン電子が出願した関連特許は106件である。

これは、SKテレコム(93件)・韓国電子通信研究院(81件)・慶

北大学校(44件)・KT(43件)等よりも抜きん出ている数値で、

遠隔医療の直接的な利害当事者である大学病院や通信会社

より積極的な姿である。遠隔医療が導入されれば、サムスン

が市場開拓に最も早く乗り出すであろうと予想される理由

である。 

 

 

 

 英米圏域のバイオ医薬品市場を脅かし、アジア各国の世界

バイオ製薬の市場占有率が急増している中、韓国がこの分野

の強国になるために力を入れている。 

 政府は、バイオ産業内の医薬品及び誘電体分析事業に積極

的な投資の意志を表明し、世界最高のバイオ国家になる意欲

を見せた。 

 既存の合成医薬品ではない抗体医薬品(バイオメディス

ン)分野で急浮上しているアジアで、韓国が他のライバル国

を退け、市場を占めることを宣言したものである。 

 実際に、最高権威の臨床医学ジャーナル「ニューイングラ

ンド・ジャーナル・オブ・メディシン(NEJM)」の2013年の研

究によると、米国のR&D投資占有率が2007年の51％から2013

年は45％と下落した反面、韓国、中国、日本等アジア各国は、

過去18％から昨年は24％と大きく向上した。ヨーロッパは

29％台の占有率を守り続けている。 

 韓 国 は、幹 細 胞 治 療 剤 1、2、3 号 (Pharmicell

「Hearticellgram」、Medi-post「Cartistem」、Anterogen

「Cupistem」)を保有する等、バイオ製薬のパイオニアとして

評価されている。 

 のみならず、Celltrionは、バイオシミラーであるRemsima

を初めて開発し、その後に続いてSamsung  biologics、

Samsung bioepisが莫大な支援と技術力を基に、市場開拓の

意志を示している。 

 このような技術力を認め、産業部はバイオR&D事業化の成

果を高めるために戦略的支援の強化を明らかにした。 

 まず、バイオR&D事業化の成果を高めるために、現在推進し

ているバイオ分野の多様なR&D事業に対する効率性向上に対

する努力を強化し、事業間の連係を通じたシナジー創出案を

設ける計画である。 

遠遠隔診療に備えるサムスン、 カメディカ

ルルデータの転送方法に関する 願特許出願    

韓韓国政府「バイオ製薬分野の強国に」」    
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 ベンチャー企業、大学、病院等で開発したバイオ特許を中

小・中堅企業とのコンソーシアムを構成して事業化する場

合、課題当り4年間30億ウォン規模の政府出資金が投入され

る。 

 なお、事業の一環として、2021年まで8年間5788億ウォンを

投入し、誘電体研究事業に本格的に乗り出すことを明らかに

した。 

 一名、「ポストゲノム多部署誘電体事業」と名づけられた

計画には、保健福祉部は勿論、未来創造科学部、産業通商資

源部、海洋水産部、農林畜産食品部、農村振興庁等6つの部署

が参加する。 

 このような政府の努力を証明するように、2012年の国内バ

イオ産業の生産規模は7兆1292億ウォンと前年(6兆3962)比

11.5％が増加した。特に、投資規模において、バイオ医薬が

74.1％を占め、増加率も26.7％と最も高かった。 

 産業資源部の関係者は、「今年バイオ産業を創造経済時代

を主導する中核産業に育成するために、バイオR&D事業化の

成果を高め、バイオ分野の融合活性化及び新市場の創出を積

極的に推進していくつもりである」とし、「韓国のバイオ産

業の成長に対応し、今後も技術開発・人材養成・海外進出等、

企業の需要に適する政策支援を持続的に強化していく計画

である」とした。 

 

 Sewoncellontechは、バイオコラーゲンの製造と製品化の

基幹技術に関する欧州特許登録を終えたことを明らかにし

た。 

 バイオコラーゲンの製造・製品化の基幹技術に関する特許

は、動物の骨、軟骨、皮膚、筋・靭帯等の多様な組織から医

療用に使用できる多量のコラーゲン原料をさらに効率的に

分離・製造できる技術的成果を遂げたものだ。骨組織からコ

ラーゲンを分離する技術を産業的に利用可能な水準まで引

き上げたという点で大きな意義がある。 

 バイオコラーゲン(RMS BioCollagen、生体組織に非常に近

く、生理活性が大きい高分子物質で、組織再生治療分野で大

きく注目されている高付加価値原料)は、米国食品医薬品局

(FDA)と米国化粧品工業会(PCPC)に国際原料医薬品、国際化

粧品原料として認可されている。 

 SewoncellontechRMS本部のソ・ドンサム常務は、「韓国を

はじめ米国と中国に続き、欧州地域35カ国の特許権を確保す

る快挙を遂げた」とし、「バイオコラーゲンの製造技術はも

ちろん、多様な再生医療製品化の技術まで含む幅広い基幹技

術を占めたことに大きな意味がある」と強調した。 

 同社は、シワ改善剤であるTheraFill(組織修復用生体材

料)と創傷治療剤であるTheraForm(コラーゲン吸収性創傷被

覆材)、CartiFill((軟骨)組織修復用生体材料)、CartiZol(コ

ラーゲン使用組織補充材)、SurgiFill(生体材料移植用骨)、

OssFill(生体材料移植用骨)、DuoFill(血小板豊富血漿(PRP)

混合組織修復用コラーゲンフィラー)、RegenSeal(コラーゲ

ン使用組織補充材)等、組織再生に適用可能な再生医療製品

の開発に成功し、韓国は勿論、欧州や米国地域等で市販許可

を得て、現地の患者に供給している。 SewoncellontechSewoncellontechSewoncellontechSewoncellontech、、、、バイオコラーゲンバイオコラーゲンバイオコラーゲンバイオコラーゲンのののの

製品化技術製品化技術製品化技術製品化技術にににに関関関関するするするする欧州特許欧州特許欧州特許欧州特許    

    
    韓国韓国韓国韓国におけるにおけるにおけるにおける知的財産問題知的財産問題知的財産問題知的財産問題でおでおでおでお悩悩悩悩みですかみですかみですかみですか    

新新新新しいしいしいしい選択選択選択選択、、、、HAHAHAHA＆＆＆＆HAHAHAHAにおにおにおにお任任任任せせせせ下下下下さいさいさいさい。。。。    

    （（（（調査調査調査調査、、、、特許特許特許特許・・・・実用新案実用新案実用新案実用新案・・・・デザインデザインデザインデザイン・・・・商標商標商標商標のののの出願及出願及出願及出願及びびびび登録登録登録登録、、、、著作権著作権著作権著作権、、、、電子商取引電子商取引電子商取引電子商取引、、、、    

インターネットインターネットインターネットインターネット上上上上のののの権利権利権利権利、、、、コンピュータープログラムコンピュータープログラムコンピュータープログラムコンピュータープログラム、、、、侵害訴訟及侵害訴訟及侵害訴訟及侵害訴訟及びびびび各種紛争各種紛争各種紛争各種紛争）））） 
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